
第３章 横浜水道の主要な事業 

  

本市水道事業は維持管理の時代を迎え、経年劣化する基幹施設や管路の更新改良を重点的に実施

する必要があり、安定給水の確保のため、各種施設、設備等の整備に取り組んでいます。 

 基幹施設整備事業は、基幹的な水道施設を計画的に整備し、老朽化した施設の機能向上と耐震

性の強化を図ることにより、「安全で良質な水」・「災害に強い水道」・「環境にやさしい水道」の

実現を図ります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

西谷浄水場再整備事業（浄水処理施設） 口径2,000mm不断水分岐工事 

 

また、配水管整備事業は、水圧の適正化、水運用の効率化を図るため市内配水管網を整備する

とともに、経年劣化、腐食性土壌などによる破裂、漏水などの改善や耐震化のため老朽管の取り

替えを推進し、安定した給水体制を確保するものです。 

 さらに、経年劣化した管や交通量の多い道路に埋設してある管からの地下漏水を防止するた

め、音聴調査により、漏水の発見に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配水管布設状況 
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（１） 横浜水道長期ビジョン・中期経営計画の策定

水道局では、水道事業と工業用水道事業の持続可能な経営

を行うため、市民や事業者の皆様と共有すべき将来像とその

実現に向けた取組の方向性を示した「横浜水道長期ビジョン」

（以下「長期ビジョン」といいます。）を平成 28（2016）年

３月に策定しました。 

この長期ビジョンで描く将来像を具体化するため、中期経

営計画を策定し、これに基づき毎年度の予算や運営方針を策定し事業を進めています。 

ア 横浜水道長期ビジョン

長期ビジョンでは、20年から30年後の水道事業を見据えた際に根幹となる基本的な考え方と

して「基本理念」を掲げ、目指す将来像の実現に向けて取り組みます。 

＜基本理念＞ 暮らしとまちの未来を支える横浜の水 
安全で良質な水を安定してお届けするとともに、地域や社会からの要請に適切に応えることで、安心な市民生活

と経済・産業など活力あふれる都市活動の源となり、横浜の未来を支えていくことを目指します。 

＜基本姿勢＞ 

 

 

 

＜将来の姿＞ 
お客さまや水道事業に関わる方々が、それぞれの立場で将来をイメージしやすいように５つの領域に分けた将来 

像を描いています。 

＜各領域における将来像＞ 
基本理念に基づき、目指す将来像をお客さまや水道事業に関わる皆さまと共有するため、５つの領域を切り口

に各領域の関係者及び内容を示し、将来の姿を描いています。 

さらに、目指す将来像の実現に向け、６つの重点的な取組の方向性を掲げ、推進することとしています。 

〇確かな信頼 
私たちは、お客さまや関係者の

皆様との間に、より深い信頼関係

を築くため、水道事業体として求

められる役割に全力で応えます。 

〇多様な連携 
私たちは、民間企業などの様々

なパートナーと連携することで、

より質の高いサービスを提供し、

水道事業の発展を推進します。 

〇果敢な挑戦 
私たちは、現状に留まることなく

変化に柔軟に対応し、困難な状況に

も果敢に挑戦して国内外の水道事

業の課題解決に取り組みます。 
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イ 横浜水道中期経営計画（令和６年度～９年度）

本計画は、長期ビジョンで描く将来像を具体化するための令和６（2024）年度から令和９

（2027）年度までの実施計画であり、平成 28（2016）年度から令和元（2019）年度までの第

１期計画、令和２（2020）年度から令和５（2023）年度までの第２期計画に続く、第３期計画

となります。また、本計画は、本市の市政運営の方向性を示す「横浜市中期計画 2022-2025」

と同様に計画期間を４年間とするとともに、総務省が公営企業に策定を求めている「経営戦略」

として位置付けています。 

(ｱ) 施策目標

本計画は、長期ビジョンの第３期実施計画であることを踏まえ、第１期・第２期計画と同様

に、長期ビジョンの６つの「取組の方向性」を施策目標として位置付け、各種事業を推進して

いきます。また、本市の市政運営の方向性を示した「横浜市中期計画 2022-2025」に掲げる基

本戦略「子育てしたいまち 次世代を共に育むまち ヨコハマ」を踏まえ、「住みたい都市」「住

み続けたい都市」「選ばれる都市」を目指し、各施策目標の事業を推進していきます。 

(ｲ) 取組にあたっての視点
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(ｳ) 事業計画

 

 

 

 

（工業用水道事業）
２ 災害に強い水道

・大規模地震などの自然災害に備えて、沈でん池や配水池などの基幹施設や管路の 耐
震化等を着実に進めます。

（工業用水道事業）
６ 持続可能な経営基盤

・水需要に合わせて施設規模の適正化を図ります。

施策目標（長期ビジョン　取組の方向性）

・ICTを活用して、知りたい情報や利便性の高いサービスの提供に取り組みます。 地域
の住民・団体の皆様などと連携を深めて、直接接するコミュニケーションの充実 を目
指します。

・ これらの取組を通じて、水道に関するご意見を受け止めるなど双方向のコミュニ
ケー ションを進めて、水道事業に対する信頼の向上を図ります。

・横浜ウォーター株式会社と連携して、国内の水道事業体や被災地、さらには海外の
水道事業に対して、技術・人材育成面で支援・協力を進めるほか、市内企業のビジネ
スチャンスの創出に取り組みます。

・地方公営企業として、地域特性に応じたニーズに的確に対応し、地域の課題解決に
貢献するとともに、市内経済の発展に寄与します

・アセットマネジメント手法により、着実な施設整備と健全な財政基盤の両立を目指し
ます。

・技術の継承と人材の育成を進め、経営基盤の強化を図ります。

・徹底的な経費削減と収入の確保により財源の確保に努めます。

・県内の水道事業体と連携し、水需要に合わせて施設規模の適正化を図ります

3 環境にやさしい水道

・より一層の再生可能エネルギーの活用や電力に依存しない自然流下系施設の優先 利
用のため下流の取水地点を上流に移転する検討を進めるなど、環境・エネルギー 対策
に取り組みます。

・道志村、市民ボランティア、企業などと連携して、様々な手法で道志水源林の保全に
取り組みます。

・大規模地震などの自然災害に備えて、浄水場や配水池などの基幹施設や管路の耐震化
等を着実に進めます。

・ 家庭や地域における自助・共助の取組や他都市との応援体制の強化などを進めま
す。

・ このように、ハード・ソフト両面で、被害の最小化と復旧の迅速化に向けて取り組
みます。

・水源保全や厳しい水質管理など安全な水を造る取組を進めます。

・老朽化した西谷浄水場は、原水水質に適した浄水処理方法を導入して再整備を進めま
す。

・給水装置等を管理の行き届いた衛生的な状態にするサポートなどに取り組みます。

1 安全で良質な

2 災害に強い水道

4 充実した情報とサービス

5 国内外における社会貢献

6 持続可能な経営基盤
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施策 主要事業

1 水源保全 1 道志水源林の保全

2 水安全計画に基づく水質管理
2 水源水質の変化への対応
3 水質管理体制の維持・強化
4 西谷浄水場の再整備

3 直結給水の促進
5 直結給水の促進
6 子どもたちが水道水を飲む文化を育む事業

4 水道施設の更新・耐震化
7 基幹施設の更新・耐震化
8 送配水管の更新・耐震化
9 給水管の更新・耐震化

5 災害対応力の強化
10 他都市等との連携強化
11 災害時の通信体制強化

6 災害時の迅速な応急給水・応急復旧に向
けた取組

12 耐震給水栓の整備
13 民間企業等との連携

7 自然流下系施設の整備 14 西谷浄水場の再整備

8 省エネルギー化に向けた取組

15 エネルギーの効率化を目指した施設整備（VVVF制御方式への変更）
16 高効率モータ使用機器への更新による省エネルギー化
17 LED等高効率照明の導入
18 次世代自動車等の導入

9 再生可能エネルギーの活用 19 太陽光発電設備等の導入促進

10 水源林保全の取組 20 市民ボランティアによる民有林整備の支援

11 「伝わる」広報の展開
21 市民ニーズ等を踏まえた情報発信
22 水道施設や工事現場の見学等の充実
23 給水スポット設置による水道水のPR

12 時代のニーズを捉えたサービスの推進
24 水道に関する情報照会や手続きのオンライン化の拡充
25 スマートメーターの導入に向けた取組

13 国内外水道事業への支援 26 国内外水道事業への貢献と市内企業の海外水ビジネス展開支援

14 市内経済の発展と地域課題の解決への
貢献

27 市内中小企業者の受注機会確保
28 建設現場等の働き方改革と人材育成の支援
29 工事事故の防止
30 障害者就労施設等からの優先調達

15 施設の維持管理の強化とアセットマネ
ジメントの推進

31 送配水管の精緻な更新計画策定に向けたデータベースの活用
32 露出管路や管路附属設備の維持管理の強化とアセットマネジメントの推進
33 設備や配水池等の維持管理の強化とアセットマネジメントの推進

16 将来の横浜の水道システム構築に向け
た取組

34 小雀浄水場の廃止に向けた計画の策定

17 水道事業におけるICT活用・DX推進 35 水道事業におけるICT活用・DX推進

18 組織力向上に向けた人材育成・技術継
承・ 職場環境づくり

36 コンプライアンスの推進
37 人材確保・育成と技術継承
38 職員のワーク・ライフ・バランス、女性活躍いきいきと働き続けられる職場づくりの推進

19 効率的な事業実施に向けた体制づくり
39 施設の更新・耐震化における効率的・効果的な事業手法の検討
40 効率的な執行体制の構築

20 経費削減・財源確保の取組
41 事業見直しによるコスト削減
42 保有資産の有効活用等による財源確保

1 工業用水道施設の更新・耐震化 1 東寺尾送水幹線の更新・耐震化

2 工業用水道施設の再構築 2 相模湖系統への統合に向けた施設整備

39



　　　　　　　　 （単位：億円）
9

決算 予算 計画 計画

940 932 925 923
収 768 763 756 756
益 171 170 169 167
的 831 859 850 863
収 568 589 570 578
支 117 121 115 119

242 242 248 249

21 28 32 36

71 34 29 15

285 337 317 301
資 228 278 247 223
本 57 61 70 78
的 579 661 624 611
収 459 508 538 523
支 119 153 85 88

0 0 0 0

△ 294 △ 324 △ 307 △ 310
損益勘定留保資金 203 203 207 211

その他 88 72 65 58
計 292 275 272 270

△ 2 △ 49 △ 35 △ 41

(注１・２）　累積資金残額及び企業債残高は、令和６年度決算反映後の数値である。
(注２）　令和６年度決算を反映した後の企業債残高見込額は、令和７年度への繰越分（36億円）を含まない。
(注３）　各項目の数値を四捨五入しているので、合計の額等が合わない場合がある。

(2)中期経営計画〔令和６年度～令和９年度〕財政収支・実績

6 7 8

その他

収益的収入

水道料金収入

その他

収益的支出

維持管理費

　うち人件費

減価償却費等

支払利息等

当年度純利益（税抜）

資本的収入

企業債

202

資本的支出

建設改良費

企業債償還金

その他

資本的収支差引

資本的収支不足
内部補填資金

当年度資金収支

累積資金残額(注1) 250
企業債残高(注2) 1,765 1,890 2,052

167 126

2,187

年度
区分
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（３） 基幹施設整備事業 

（単位：千円） 

年 度 

区 分 
Ｒ６ ７（予算） 

工 事 費 

導水工事費 1,221,589 2,501,296 

浄水工事費 10,455,674 10,890,491 

送水工事費 3,388 325,082 

配水工事費 2,011,622 2,225,437 

小 計 13,692,272 15,942,306 

事 務 費 574,192 624,694 

計 14,266,464 16,567,000 

翌年度繰越額 7,491,775 － 

合計 21,758,239 16,567,000 

※項目毎に四捨五入している為、各項目の合計値と合計欄の数値が一致しない場合があり

ます。 
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（４） 配水管整備事業 

 

ア 総 括 表                  
単位 

 延長：kｍ 
                                 金額：千円 

 
種別 

年  度 
 

内  訳 
Ｒ６ ７(予算) 

管 

網 

整 

備 

対 

策 

布 設 延 長 2.1 1.5 

金 
 

 
 

 
 

額 

財 
 

 

源 

企 業 債 0 195,407 

国 庫 補 助 金 0 0 

自 己 資 金 680,530 91,925 

負 担 金 675 472,305 

計 681,205 759,637 

老 

朽 

管 

対 

策 

布 設 延 長 72.3 71.5 

金 
 

 
 

 
 

額 

財 
 

 

源 

企 業 債 16,922,000 19,596,593 

国 庫 補 助 金 0 0 

自 己 資 金 7,363,983 9,337,903 

一般会計繰入金 2,013,000 2,342,000 

負 担 金 441,900 417,867 

計 26,740,883 31,694,363 

合 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

計 
布 設 延 長 74.4 73.0 

金 
 

 
 

 
 

 
 

額 

財 
 

 

源 

企 業 債 16,922,000 19,792,000 

国 庫 補 助 金 0 0 

自 己 資 金 8,044,513 9,429,828 

一般会計繰入金 2,013,000 2,342,000 

負 担 金 442,575 890,172 

計 27,422,088 28,993,000 

翌年度繰越額 4,650,653 - 

合    計 32,072,741 32,454,000 

注：６年度は、５年度繰越予算分を含んでいます。 
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イ 管網整備対策 

 ブロック形成と新設街路築造に伴う配水管整備、給水申込等の負担金工事や未普及対策を継続

して実施しています。 

 

ウ 老朽管対策 
昭和44年度当初延長･･････････ 1,511.0km 昭和60年度見直し延長･･････････   742.5km 
昭和52年度見直し延長････････ 1,070.6km 昭和62年度見直し延長･･････････ 761.5km 
昭和55年度見直し延長････････ 829.6km 昭和63年度見直し延長･･････････ 1,212.5km 
昭和58年度見直し延長････････ 796.3km 平成12年度見直し延長･･･（老朽管） 820.6km 

                                 平成23年度見直し延長････････ ･･  560.1km 
 

 (単位 延長：km、金額：千円)    

     区分    

年度 

布設延長 布設延長(老朽管対策) 除却(取替) 

延長 (配水管整備事業) 延  長 金  額 

S44～H 元 3,408.9 2,248.5 100,906,331 2,091.3 

2～12 1,256.3 899.3 90,740,800 831.1 

13～20 793.4 625.6 80,078,025 609.6 

21 99.9 86.8 14,790,109 97.5 

22 88.2 82.7 15,722,755 102.6 

23 104.6 99.4 17,700,370 120.1 

24 99.5 96.4 15,629,665 132.6 

25 73.6 71.7 13,097,007 108.2 

26 74.3 70.0 14,100,702 107.4 

27 87.9 86.2 16,536,775 108.0 

28 78.0 75.1 16,140,423 110.1 

29 88.2 86.9 17,160,778 119.0 

30 85.6 83.3 18,268,267 127.9 

R元 73.1 70.6 17,764,628 102.6 

2 70.6 68.5 18,732,633 102.3 

3 72.7 69.0 21,440,514 94.5 

4 79.9 79.9 27,243,569 117.3 

5 82.1 80.7 26,962,922 112.3 

6 74.4 72.3 26,740,883 97.9 

計 6,791.2 5,052.7 569,757,156 5,292.3 

計
画 

6 
（繰越） 18.6 18.4 4,553,030 19.9 

7 
（予算） 73.0 71.5 31,694,363 99.8 

小 計 91.7 90.0 36,247,393 119.7 

合 計 6,882.9 5,142.7 606,004,549 5,412.0 

※ 表中の数値は端数処理のため、合計値と一致しない場合があります。 

（注）老朽管更新の対象管種 

・鋳鉄管 

・老朽化が進んでいる鋼管 

・昭和48年以前に布設されたダクタイル鋳鉄管 

・ポリエチレンスリーブが被覆されていない硬質塩化ビニルライニング鋼管 

・ポリエチレンスリーブが被覆されていないダクタイル鋳鉄管（震度７・液状化地域内、腐食性土壌内） 

・耐衝撃性硬質塩化ビニル管等 
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＜震災時重要拠点施設への管路の耐震化＞ 
 

 本市では、災害用地下給水タンクの全134基、緊急給水栓の全358基の整備を完了しました。

さらに、市内の配水池も含めて、市民のみなさまが居住地からおおむね500m圏内で応急給水拠

点に到達できるようになり、災害直後の応急給水体制が整っています。 

また、災害時の地域医療拠点となる災害拠点病院及び救急告示医療機関につながる配水支管

についても、概ね耐震化が完了しました。 

 現在は、さらに効果的に水道管路の耐震化を進める取組として、災害時に市民のみなさまが

集まる地域防災拠点や駅、応急復旧活動の拠点となる土木事務所や区役所、医療活動の拠点と

なる病院などの重要施設につながる配水支管の耐震化を進めており、今後概ね20年間で耐震化

を完了することを目指しています。特に、災害用地下給水タンクや学校受水槽などの応急給水

施設がない地域防災拠点については、優先して耐震化を進めています。 

 なお、災害に強く持続可能な上下水道システムの構築に向け、令和７年１月に「横浜市上下

水道耐震化計画」を策定し、上下水道一体で耐震化を推進しています。 

 

エ 漏水防止対策 

地上・地下漏水修理件数                         （単位：件） 

年 度 
管 種 

27 28 29 30 R元 ２ ３ ４ ５ ６ 

50
㎜
以
下 

地 上 漏 水 1,561 1,849 1,734 1,591 1,462 1,823 1,272 1,178 1,286 1,595 

地 下 漏 水 261 238 222 223 177 

 

196 194 148 296 295 

計 1,822 2,087 1,956 1,814 1,639 2,019 1,466 

 

1,326 1,582 1,890 

75
㎜
以
上 

地 上 漏 水 61 82 41 36 40 

 

39 59 

 

49 40 56 

地 下 漏 水 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 61 82 41 36 40 39 59 49 40 56 

合 
計 

地 上 漏 水 1,622 1,931 1,775 1,627 1,502 1,862 1,331 

 

1,227 1,326 1,651 

地 下 漏 水 261 238 222 223 177 196 194 148 296 295 

計 1,883 2,169 1,997 1,850 1,679 2,058 1,525 1,375 1,622 1,946 

（注）地下漏水は、漏水調査により発見し、修理した件数。 
  

（参考）           水 質 等 相 談 受 付 件 数   

年  度 
内  容 

R元 ２ ３ ４ ５ ６ 

赤 

水 

給 水 装 置 149 120 128 86 96 45 

配 水 管 5 0 2 0 0 0 

私 有 管 0 1 0 0 0 0 
 工事後の濁

水 
3 1 1 1 1 1 

そ の 他 1 0 0 3 4 1 

小    
計 

158 122 131 90 101 47 

そ
の
他 

臭 気 等 95 131 116 125 97 129 

工事後の空気

入 
18 24 27 17 13 18 

そ の 他 468 478 333 313 282 310 
 小    

計 
581 633 476 455 392 457 

合      
計 

739 755 607 545 493 504 

 

44



（５）相模貯水池堆砂対策事業 
 

昭和22年に築造された相模湖では、河川から流入する土砂が総貯水量（6,320万ｍ3）の30％

（平成４年12月）近くまで堆積していたことから、神奈川県と関係利水者が協力し、有効貯

水容量の回復、上流域の災害防止等を目的に、土砂浚渫等の事業【H5～R元】を実施しました。 

また、令和２年度からは「相模貯水池堆砂対策事業」として浚渫を継続しています。 
 

ア 事業内容 

目的：上流域の災害防止、有効貯水量の維持 

目標：年間15万㎥の浚渫 

 

  イ 直近５か年の浚渫状況 

 ２ ３ ４ ５ ６ ７（予算） 

浚渫量（ｍ３） 161,410 140,720 124,440 139,380 150,090 150,000 

堆砂量（ｍ３） 26,448,400 26,408,000 26,150,100 26,303,800 26,112,800 － 

堆砂率（％） 41.8 41.8 41.8 41.6 41.3 － 

※１ 堆砂量・堆砂率は、暦年（12月現在）数値。 

※２ 堆砂率は、総貯水量に対する堆砂割合。 

※３ Ｒ元以前は相模貯水池大規模建設改良事業のものです。 

注）令和元年度までは、ダムごとに設定した横断測線（概ね200m間隔）の地形から、「当初断面

積からの変化量×測定区間距離の各測線ごとの累計」で堆砂量を算出していましたが、令和２

年度からは隙間なく測量する面的測量により、陸上部を含めた貯水池内の地形を３次元的に把

握して堆砂量を算出しています。 

ウ 執行状況 （単位：千円） 

年 度 

区 分 
H 5～R５ ６ ７（予算） 

全 
 

 

体 
河 水 統 制 事 業 分 33,515,409 1,273,402 1,256,084 

高 度 利 用 事 業 分 1,135,723 51,651 50,949 

総 合 開 発 共 同 事 業 分 17,299,592 661,533 652,536 

計 51,950,724 1,986,587 1,959,569 

う
ち
横
浜
市
︵
工
業
用
水
含
む
︶ 

河 水 統 制 事 業 分 11,988,331 458,425 452,190 

高 度 利 用 事 業 分 548,554 24,948 24,608 

総 合 開 発 共 同 事 業 分 4,843,886 185,229 182,710 

計 17,380,771 668,602 659,508 

  ※１ 各項目の数値を四捨五入しているため、合計の額が合わない場合があります。 

  ※２ Ｒ元以前は相模貯水池大規模建設改良事業のものです 
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